
磨棒鋼製造業
生産数量をみると、平成20年前半まではほぼ増加基調であったが、秋以降の急速な景気後退の影響を受けて、10月以降生産が急激に減少した。しかし、エコカー減税や補助金のスタートによる自動車生産回復を受けて、21年春以降、生産数量は徐々に回復に向かっている。ただ、建設機械や産業機械向けは回復が遅れており、自動車向けの割合が低い企業は厳しい状況が続いている。また、同業界は比較的企業規模が大きい上にオーナー企業が多く、それゆえ事業承継を課題としている企業も多い。今後、後継者問題を背景とした業界再編も考えられる。
業界の概況

磨棒鋼は高炉メーカーや電炉メーカーから購入した鋼材を、ダイスを通した引抜き・表面研磨などによって、ユーザーの求める形状（断面が丸、四角、六角、その他異型など）やサイズ（直径、長さなど）に磨き加工したものである。これらは自動車、産業機械、電気機械、建設機械の部品など機械工業の中間素材として使用されている。

磨棒鋼を素材加工の側面から分類すると、棒状鋼材（棒鋼）から棒状製品を製造する「バー・ツー・バー」、コイルから棒鋼を作る「コイル・ツー・バー」、コイル状鋼材（線材）からコイル状製品を作る「コイル・ツー・コイル」に３分類される。また、当業界は大型の加工機械などを必要とする装置産業である。
大阪の地位
平成19年における大阪府の磨棒鋼製造業は、事業所数14、従業者数589人、製造品出荷額等435億53百万円、全国に占める割合はそれぞれ23.7％、14.0％、16.2％となっている（大阪府統計課『平成19年大阪の工業』、経済産業省『平成19年工業統計表（産業編）』）。

磨棒鋼の需要分野別では自動車部品向けが最も多いが、中京地区や関東地区に比べて産業機械や電気機械向けの割合が高い。さらに、大阪地区では、比較的小規模の事業所が多く、使用素材の点で特殊鋼の割合が全国よりも低く、普通鋼の汎用品を多く生産している。販売先としては、他地区に比べて大口需要家との直接取引が少なく、商社・問屋向けの割合が高い。
生産は回復基調にあるものの厳しい
大阪（関西）地区の生産数量は、主な需要分野である自動車向けのほか、建設機械、産業機械向けが好調に推移したため、平成14年の33万3千トンを底に、19年には前年比2.3％増の41万5千トンと堅調に推移し、20年前半までは前年同月比ほぼプラスで推移していた（日本磨棒鋼工業組合大阪支部調べ）。しかし、20年秋以降の急速な景気後退の影響を受けて、10月以降生産が急激に減少した。とりわけ、自動車業界における大幅な生産調整の結果需要が急速に縮小し、21年3月には1万2千トン、前年同月比66.6％減と大幅に減少した。

しかし、エコカー減税や補助金のスタートによる自動車生産回復を受けて、21年春以降生産数量は徐々に回復に向かっている。ただ、建設機械や、産業機械向けは設備投資の低迷により回復が遅れている。このため、自動車向けの割合が低い企業は厳しい状況が続いており、企業間で格差が出ている。
収益は厳しい
20年前半までは鉄鉱石等の原材料価格の上昇により、鋼材価格が大きく上昇した。しかし、高値の鋼材が入荷（発注から入荷まで２～３か月かかる）する頃には、鋼材価格が下落に転じたため、上昇分の転嫁がほとんどできず、多くの企業が収益の確保に苦慮した。また、原料の鋼材の在庫も急速に増加し、21年3月には通常時の3倍以上と急速に積み上がった。ただ、各企業とも在庫調整を強力に推し進めた結果、10月にはほぼ通常時の水準にまで戻っている。

また、20年前半までの好調を受けて、一部企業は能力増強投資を実施したが、今回の急速な需要減退で厳しい状況に陥った企業がみられる。
今後の見通し

自動車向けは回復しているとはいえ、ピーク時の水準との乖離は依然大きい。民間設備投資の回復は当面見込めず、産業機械、工作機械向けは厳しい状況が続くとみられる。また、自動車メーカー及び部品メーカーは海外生産を強化しており、自動車向けについては海外シフトを考慮する企業も出てくると思われる。なお、当業界はオーナー企業が多く、世代交代が課題となりつつあるが、後継者を決定していない企業は少なくない。今後、後継者問題を背景とした業界再編も考えられると指摘する声も聞かれた。

　　　　　　　　　　　　　　　　（柴田　昌宏）
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